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事前チェックシート

人　

円　

チェック項目 チェック欄

　企業（補助事業者）の要件

就業規則や賃金規定等の内部規程において、代理返還の対象となる従業員につき、代理返
還を３年以上継続して行う代理返還の制度を設けている。

市内に本社がある。

市税の滞納がない。

暴力団等と関係がない。

風俗営業等に該当しない。

　対象従業員（返還支援対象者）の要件

現在正規雇用されており、今後も継続見込みである。

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日までに採用されている。

採用年度の末日時点で３０歳以下である。

　補助金の対象となる経費について

代理返還をする/している奨学金は、（独）日本学生支援機構（JASSO）の貸与奨学金のう
ち、第一種奨学金及び第二種奨学金である。

JASSOに企業登録のうえ、代理返還を実施する/している。

返還支援対象者に対して、令和１３年９月末までに代理返還した額である。

返還支援額に対して、他の機関から給付を受けていない。
（補助事業者・返還支援対象者ともに）

他の機関から給付を受けた場合は、返還支援額から給付額を控除し、給付にかかる関係書
類を補助金交付申請書とともに提出する。

返還支援額に相当する額を返還支援対象者の給料等から減額するといった形で負担をさせ
るなど、代理返還の実態がないとみなされることはしていない。
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以下の要件を満たす中小企業である。
（個人事業主の場合は、従業員要件のみ）

小売業 その他業種

(飲食店を含む)
（小売業、サービス
業、卸売業以外）

従業員５０人以下
又は

資本金・出資金５千
万円以下

従業員１００人以下
又は

資本金・出資金５千
万円以下

従業員１００人以下
又は

資本金・出資金１億
円以下

従業員３００人以下
又は

資本金・出資金３億
円以下

サービス業 卸売業


